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障害をもつアメリカ人法と‘‘重大な支障"
伊藤健市
はじめに
1990年 7月268, 当時の大統領ジョージ・プッシュ (GeorgeH. W. 
Bush) のもと「障害をもつアメリカ人法 (Americanswith Disabilities 
Act of 1990, 以下ADA)1>が施行された。
筆者の関心は， ADAの施行後，アメリカで障害者雇用はどのような動
きを見せたかにある。この点に関し，筆者はすでにADAが障害者雇用に
はそれほど貢献していないとする主張を紹介している叫こうした主張は，
ADAが障害者雇用を推進すべく使用者に“必要な配慮 (reasonable
accomodation)"を要求する点に，障害者雇用が進展しない最大の要因を
見出していた。この主張が検討を要することはその際に触れたので繰り返
さないが，この“必要な配慮”という概念はADAやそのもとでの障害者
雇用を考える際に重要な意味をもっている。
そこで筆者は，この“必要な配慮”がADAを特徴づける概念であると
の認識に立って，その内実を雇用機会均等委員会 (U.S. Equal Employ-
ment Opportunity Commission, 以下EEOC)の実施要覧 (Enforcement
1) ADAの正式名称は，「障害に基づく差別の明確で包括的な禁止を設定する法律(an
act to establish a clear and compresensive prohibition of discrimination on the 
basis of disability)」である。
2)伊藤健市「障害をもつアメリカ人法と障害者雇用」『関西大学人権問題研究室紀要』
第46号， 2003年。
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Guidance)に基づいて明らかにした叫だが，この“必要な配慮’はあく
までも“重大な支障 (unduehardship)"の原因とならない範囲で提供さ
れるものである。それゆえ，“重大な支障”とは何かという問題が残され
ているのである。この小論は，この“重大な支障”の内実を先の実施要覧
に基づき明らかにすることを目的としている。
1 障害をもつアメリカ人法と“重大な支障”
ここでは．この小論との関係でADAが，①どのようにして障害者の雇
用を保障しているのか．②障害者の雇用に伴う費用をどのようにとらえて
いるのか． という 2点を考察しておきたい。なお．障害 (Disability)を
どのように規定しているのか．という点に関しては別の機会に明らかにし
ているのでそれを参照願いたい°。
ADAは，基本的に以下の 2つの目的をもつ。 1つは，アメリカ史にお
ける公民権（市民権,Civil Rights)を擁護する一連の立法の伝統を継承
しつつ，障害をもつ人々がこれまで排除されてきた雇用の領域で彼らの権
利を保障することである。もう 1つは．貧困撲滅政策と同様．障害をもつ
人々に労働市場での機会拡大を図ることである。こういった2つの目的を
達成するために， ADAの雇用条項（第 1章「雇用 (Employment)」）は，
これまでにない特徴をもつものとなっている。この点は，①の「どのよう
にして障害者の雇用を保障しているのか」という問題と大きく関係してい
る。
まず最初の特徴として， ADAでは「有資格の障害者 (qualified
individuals with a disability)」の賃金や雇用に対する差別的行為を禁じて
いる。 ADAにおける有資格の障害者とは．「“必要な配慮”がなされるか
3)伊藤健市「障害をもつアメリカ人法と“必要な配慮”について（上）（中）（下）」
「関西大学人権問題研究室紀要J第47-49号， 2003-04年。
4)伊藤健市「障害をもつアメリカ人法と障害者雇用」。
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なされないかにかかわらず，現在就いているあるいは就きたいと思ってい
る職務に伴う基本的な機能 (essentialfunctions)を遂行できる個人」（第
101項 (8))のことである叫つまり，必要な設備や作業環境などといっ
た‘‘必要な配慮”を伴う場合もそうでない場合も含めて，職務を遂行でき
る能力をもっている障害者のことであり，扉用主が求める職責と職務を遂
行できる能力をまずもっている障害者のことである。それには現従業員と
求職者が含まれる。有資格の障害者がいる場合には，彼らを積極的に雇用
しなければならないし，障害の有無によって賃金に差を付けることも許さ
れていない。こういったことで，障害をもつ人々の働く権利を保障するの
がADAの精神である久
ここからADAのもう 1つの特徴が出てくる。 ADAは「有資格の障害者」
を雇用するための“必要な配慮"を雇用主に求めることで，彼らの雇用機
会の拡大を図っている。この“必要な配慮”とは，「従業員によって使わ
れている既存の設備を，障害者も容易に利用できるものにし，また障害者
の使用に適したものにすること」（第101項 (9)(A))で，具体的には「職
務の再編成パートタイム勤務もしくは勤務日程の変更，空席の職位への
再配置設備もしくは装置の新規購入あるいは改造，試験や教育訓練教材
もしくは教育訓練方針の適切な調整あるいは変更，有資格の朗読者や通訳
の提供，そして障害をもつ人々のための他の同様の配慮」（第101項 (9)
(B))を指している。 EEOCの実施要覧には，「休暇」も含まれている”。
ここで最大の問題となるのは，「設備もしくは装置の新規購入あるいは
改造」といった費用を伴う配慮である。 ADAのもとでは，職場にある段
差や階段車椅子用のトイレや障害者向きの設備がないことを理由に障害
者の雇用を拒否できないのであり，有資格の障害者が出た場合にはそうい
5)「障害をもつアメリカ人法」の訳に関しては．斉藤明子訳『アメリカ障害者法（全
訳）』（現代書館, 1991年）があるが．この小論ではあくまでも参考にさせていただ
いただけで．基本的には筆者が訳している。
6) 7)伊藤健市「障害をもつアメリカ人法と“必要な配慮”について（上）（中）（下）」。
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った設備を整えなければならないのである。つまり， どの程度までが‘‘必
要な配慮”と見なされるのかが大きな問題となる。これは，②の「障害者
の雇用に伴う費用をどのようにとらえているのか」という問題とも関係し
てくる。
この点を実施要覧はどう扱っているのであろうか。それによれば，「一
般的に配慮とは，障害をもつ人々が均等な雇用機会を享受できなくして
いる仕事の環境あるいは物事の慣習的なやり方における何らかの変更」 8)
のことである。それには 3つのカテゴリーがある 9)。①有資格の障害者で
ある求職者が希望する職としたくてもそうできなくしている求職手順の変
更または修正，②障害者が現に就いている，あるいは希望している職が慣
習的に遂行されている仕事の環境あるいは仕事の方法もしくは仕事場の変
更または修正，それらは有資格者の障害者がその職の基本的な機能を遂行
できなくしている，③適用事業体の障害をもつ従業員が同じ場所にいる他
の障害のない従業員が享受しているのと同じ給付金・手当や特典の享受を
妨げている事柄の変更または修正，である。
こういった‘‘必要な配慮”は，有資格の従業員，有資格の求職者に適用
されるが，彼らがパートタイム労働者であろうとフルタイム労働者であろ
うと，そして試用期間であっても適用される。また，障害をもつ従業員・
求職者は，配慮が必要なことを雇用主に伝えねばならないのである。当然
のことながら，..必要な配慮”とは見なされない変更または修正もある。
雇用主は，職の根幹にかかわる責務といった基本的な機能を除外する必要
はない。基本的な機能を遂行できない障害者は， ADAでは有資格の障害
者とは見なされないからである。また，雇用主は生産基準 (production
standard) →的あるいは量的—を下げるよう求められることもない10) 。
ただ，障害のある従業員がそういった生産基準を満たし得るようにする配
8) 9) 10) 11) Enforcement Guidance : Reasonable Accommodation and Undue 
Hardship Under the Americans with Disability Act. (http:/ /www.eeoc.gov/doc/ 
accommodation.html 2004年9月25日アクセス。）
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慮の提供が求められるだけである。ただし．雇用主が望めば．基本的な機
能を除外したり．生産基準を下げることは支障ない。また義足・義肢，
車椅子，眼鏡．補聴器，およびそれらに準ずるものの提供も必要ない。た
だし．温水ポットや冷蔵庫といった個人向けのものでも個人のニーズより
も職務との関連で設計されたり求められたりするものは“必要な配慮”と
見なされる叱‘‘必要な配慮”と見なされないものは，“重大な支障 (undue
hardship)"という項を立てて規定している。
“重大な支障”とは．「次のパラグラフ (B) に述べられている要因か
ら見て，著しい困難または出費を伴う行為を意味」（第101項 (10)(A)) 
している。パラグラフ (B)の内容は．“必要な配慮”が「適用事業体に
重大な支障をもたらすかどうかを判断する際に考慮されるべき要因」（第
101項 (10)(B))であり．以下の4点からなる。
(i) ADAで必要とされる配慮の性格とそれに要する費用。
(ii) . 必要な配慮”の規程にかかわる施設あるいは施設群に要するすべ
ての財源そうした施設で雇用される人数支出や資金への影響そ
うした施設に伴う支出や財源への影響あるいはそうした配慮が必要
なければ施設の運営に及ぽしたであろう影響。
(ii)適用事業体の資本金総額．従業員数から見た適用事業体の事業規模，
施設の数・種類・所在地。
(iv)適用事業体の従業員の構成・編成・職能を含めた業種．適用事業体
における当該施設の地理的な孤立性，管理上の関係，経理上の関係。
内容的には以上のように規定されているが．その実際の金額は，個々の
ケースつまり訴訟によって判断されるのである。
2 雇用機会均等委員会と“重大な支障”
ADAにおける“重大な支障"の扱いは前節で見た通りである。この節
では， EEOCの実施要覧で“重大な支障"がどのように扱われているのか
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を検討する。
同じことの繰り返しになるが， EEOCは，使用者（法文上はemployerあ
るいはemployersであるが，具体的には企業を指す）に“重大な支障”の
原因となる“必要な配慮”は提供する必要はないという立場をとっている
のである。もちろん,ADAの主旨からして．この“重大な支障”が「著
しい困難または出費を伴う行為」であることは言うまでもない。だが．
1988年の第100議会に上程された折りのADA法案は，“必要な配慮"が当
該使用者の事業の存亡を脅かすものでない限り．“必要な配慮"を提供し
なければならないとしていた。この点は，解釈によっては莫大な負担を使
用者に課すものと実業界からは受け止められても仕方のない条文となって
いた。当然のことながら．実業界はそうした“必要な配慮”の要求は．
ADAを「破綻に至らしめる条項」と厳しく批判したのである。その結果
第101議会に再度上程されたADA法案は，“必要な配慮”を提供する使用
者の義務を一定免除する‘‘重大な支障”条項が規定された。しかも問題は．
その内容がそれほど明確でない条項がADAに盛り込まれたことにある。
“重大な支障”を扱った条文は前節で見たが．特にその内容を規定して
いるパラグラフ (B)は,EEOCの実施要覧では若干文言が変えられてい
るのと同時に， ADAでは「考慮されるべき要因」は 4つであったが，実
施要覧では以下の 5つになっている。つまり，
(i)必要とされる配慮の性格とそれに要する費用．
(ii) "必要な配慮”に要するすべての財源．そうした施設で雇用される
人数．そうした施設に伴う支出とその財源
(ii)資本金総額．事業規模．従業員数．施設の種類とその所在地("必
要な配慮”と関係する施設が適用事業所の一部であれば），
(iv)労働者の構成・職能を含む当該使用者の業種．当該使用者の地理的
な孤立性．“必要な配慮”としての施設に伴う管理上の関係と経理上
の関係
(V) "必要な配慮”が施設運用に及ぽす影響．である。
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EEOCは．“必要な配慮”に要する費用をすべて使用者が負担するので
はなく．特定の配慮があまりにも費用を要するものであるなら．利用可能
な外部資金（各州にあるリハビリテーション機関の資金など）の活用を検
討するよう主張している。こうした解釈は.ADAが成立する過程で議会
が使用者に求めたものであった。したがって．“必要な配慮”が“重大な
支障.. となるかどうかは．使用者が負担する正味の費用に基づいて判断さ
れることになる。また．使用者は‘‘必要な配慮＂に要する費用がそれを相
殺する税額控除の対象となる場合には．それも費用から除かねばならない。
さらに．‘‘必要な配慮＂に要する費用の一部が“重大な支障”の原因とな
るのであれば．使用者は障害をもつ人々にその部分を負担できるかどうか
尋ねてもかまわないのである。最後に使用者は，ある特定の“必要な配
慮”が“重大な支障”の原因となったとしても，次善の“必要な配慮”が
有効でなおかつ“重大な支障”の原因とならなければ．この次善の“必要
な配慮”を提供すればいいのである。
使用者は障害者のもつ障害に対する従業員（あるいは顧客）の憂慮ある
いは偏見に基づいて“重大な支障”であると主張することはできない。ま
た．“必要な配慮”の提供が他の従業員のモラールを引き下げるかも知れ
ない， といった申し立てに基づいて“重大な支障”であるとは主張できな
いのである。ただし．“必要な配慮”の提供が他の従業員の職務遂行上の
能力を甚だしく損なう可能性をもっているなら．それが“重大な支障”に
なると主張してかまわないのである。この点に関し.EEOCは2つの具体
例を提示している。
最初のケースは，化学療法を受けている乳ガンの従業員の事例で．“重
大な支障”はないと判断されたケースである。当該従業員は化学療法のせ
いで疲れがちになり，彼女の正規の仕事を継続できない事態に陥った。そ
こで．この従業員の使用者は．彼女がその減退した気力を彼女に求められ
ている「基本的な機能」 (ADAで雇用の際の対象となる最低条件）の遂行
にのみ集中していると判断し．化学療法中に限り彼女が遂行すべき職務の
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内の 3つを別の従業員に任せたのである。任せられた従業員にとっては，
自分の職務以外に別の従業員の職務を割り振られることは迷惑であった
が，当該使用者はこの従業員なら自身の職務を遂行する能力に影響するこ
となく，時宜に適った方法で割り振られた職務に対処できると判断したの
である。その結果，当該使用者はその事業運営に重大な混乱を招くことを
示せなかったので，そこには“重大な支障”はないと見なされたのである。
もう 1つは‘‘重大な支障＇と判断されるケースである。このケースでは，
多発性硬化症（脳と脊髄の随所に硬化が起こる原因不明の疾患で，運動マ
ヒ，知覚異常，眼症状，構音傷害などを引き起こす）を患っているコンビ
ニエンス・ストアーの店員が，‘‘必要な配慮”としてフルタイムからパー
トタイムヘの勤務形態の変更を要請した。このコンビニは， 1シフトに 2
人の店員を割り当てており， 1人の店員の勤務時間が短くなれば， もう 1
人の店員はその職責を遂行できる能力をはるかに超えた労働を要求される
ことになる。そこでこのコンビニは，そうした勤務形態の変更は時宜に適
った方法での顧客サービスの提供，陳列台への商品の補充，そして店舗の
安全性の確保ができない事態を招くと判断した。その結果，この従業員の
使用者は，勤務形態の変更が事業運営で重大な混乱を招く“重大な支障”
に当たることを示せたので，当該従業員の要請を拒否できるのである。た
だし，この使用者は“重大な支障”を招くことなく当該従業員を支援でき
る別の"必要な配慮”があるかどうかを探るべきである， とEEOCは主張
している。
実施要覧では，‘‘重大な支障”の内容は第43項目から第46項目の 4つの
質問項目("必要な配慮"の場合は42項目）を用いて詳細に解説されている。
だが，本節ではそれらを第 1項目から第4項目として扱うことを最初に断
っておきたい。
＜労働時間の変更＞
第1項では，他の従業員の職務遂行を妨げることになる場合でも，使用
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者は‘‘必要な配慮’＇として障害をもつ従業員の労働時間を変更しなければ
ならないのか， という問題が取り上げられている。
EEOCは変更する必要はないとしている。もし，使用者がある従業員の
労働時間を変更（あるいは休暇を許可）した場合に，結果として他の従業
員の職務遂行を妨げるのであれば，当該使用者にもたらされる事業運営上
の混乱は“重大な支障"を構成するものとなり，それは‘‘必要な配慮”と
は見なされないのである。
ここでは 2つの具体例が用いられている。 1つ目は，その障害のせいで，
午前7時からではなく 8時から仕事を始められるよう仕事の日程の変更を
要請し，その代わりにこれまでよりも 1時間遅く仕事を終えることを提案
しているあるクレーン運転手のケースである。この運転手は，彼なしでは
自分たちの職務が遂行できない 3人の従業員と一緒に働いている。その結
果， もし当該使用者がこの運転手が求める配慮を許可すれば，この 3人は
新たな労働時間に合わせるか， 7時から 8時の 1時間にできる別の作業を
見つけるか，あるいは何もしないか， という 3つのどれかを選択しなけれ
ばならなくなる。「ADAは，この使用者に何らかの行為をとるよう求めて
いない。というのも，そうした行為がすべて事業の運営に重大な混乱をも
たらすからである」とするのがEEOCの立場である。そこで，当該使用者
は要請のあった配慮を拒否できるのであるが，当該従業員と“重大な支障”
を招くことのない他の配慮があるかどうかを話し合わねばならない， と
EEOCは主張している。
2つ目は，新しいソフトの開発のために何人かの人々とグループで協働
しているコンピュータ・プログラマーのケースである。このグループの構
成員はそれぞれ別々の仕事を割り振られているが，全員が一緒になって遂
行しなければならない仕事もある。そのため，午前中にまず全員で一緒に
やらねばならない仕事を片づけてしまうことが習慣となっていた。こうし
た状況下で，当該プログラマーは，その障害のせいで午前 9時から午後6
時ではなく，午前10時から午後7時まで働くよう仕事のスケジュール調整
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を要請したのである。「このケースの場合当該使用者は時間の変更を許
可できる。というのもそうした変更が事業の運営をそれほどひどく混乱
させるとは考えられないからである。“必要な配慮”の有効性は，当該グ
ループが一緒に仕事をする時間と個々に割り振られた仕事をする時間を変
更すれば達成できる」とするのがEEOCの立場である。
く復帰時期が不明な場合の休暇の扱い＞
第2項で取り上げられているのは，職場に復帰する時期をはっきりと示
せない従業員に対し，その休暇申請を拒否できるのか，という問題である。
「職場に復帰するはっきりとした時期を示せない従業員に休暇を提供す
るのも“必要な配慮”である」とEEOCは主張している。だが，使用者が
はっきりとした時期を示せないことが“重大な支障’の原因となりかねな
いことを示せれば，休暇を拒否できるともしている。別の状況下では，使
用者が従業員の復帰を求める制度をもっていないことが“重大な支障”を
招く場合や，あるいは空席となった職位を別の人物で埋めてしまうことか
ら生じる当該事業体の混乱が“重大な支障”の原因になるかもしれない。
だが，従業員ははっきりとした時期を示せないし，使用者も休暇を許可し
た時点では“重大な支障”を招くものではないと判断していたのであれば，
使用者は当該従業員に対し，近況と復帰可能な時期を定期的に報告するよ
う求める権利を有している， ともEEOCは主張している。こうした情報を
得ていた後であれば，使用者は休暇の継続が“重大な支障＇となるかどう
かを再度検討してかまわないのである。
しかし，ある状況下では，従業員はおおよその復帰時期しか示せない場
合もある。治療や病気の回復は，必ずしも予定通りに進むものではないか
らである。そこでEEOCは，「使用者は，従業員がおおよその復帰時期し
か伝えられないからという理由だけで“重大な支障”を主張することはで
きない」としている。そのような場合，あるいは当初予想できなかった医
療技術進歩の恩恵を受けられるようになった結果として，復帰時期を先延
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ばししなければならないといった事態に陥った場合，従業員は定期的に使
用者と話し合い，進捗状況を伝え， もし必要なら最初に許可されていた期
間を越えて休暇を継続する必要性を議論すべきである， とEEOCは主張し
ている。
ここでも 2つの具体例が使われている。 1つ目は，ある最高級レストラ
ンのベテランシェフが，その障害の治療のために休暇を申請したが，はっ
きりとした復帰時期を示せなかったというケースである。レストラン側は，
たとえ一時期であったとしても，このシェフほどの才能をもつ人物の後任
を探すのが困難なことから，彼の休暇申請は“重大な支障”であることを
示せたのである。さらにこの休暇申請は，使用者にとってはどれくらい
の期間当該職位を空席にしておかねばならないのかを判断できないものに
していたし，当該シェフの欠勤を埋める方法を決定できないものにしてい
たのである。そこで， レストラン側は．この場合の休暇申請を“必要な配
慮”としては拒否できるのである。
2つ目は．ある従業員が障害の手術のために 8週間の休暇を申請したケ
ースである。この場合，使用者は休暇を許可したのであるが．手術中に深
刻な事態に陥り．さらなる手術だけでなく職場復焔までの期間が当初の予
定よりも長期化したのである。休暇3週間目に，当該従業員は使用者とコ
ンタクトをとり，さらに10~14週間の休暇（都合18~22週間の休暇）を申
請したのである。この場合当該使用者は，「休暇の追加が‘‘重大な支障"
の原因となるかどうかを査定しなければならない」とするのがEEOCの立
場である。なお， EEOCの実施要覧によれば， ADAは「障害に関して休
暇を必要とする従業員は，それ以外に効果的な配慮がなく，休暇が“重大
な支障”の原因とならないなら，休暇を与えられる権利を有している」と
している。その際この休暇は障害者でない一般の従業員にも認められて
いる期間は有給であるが，それを越えた期間については無給となる。だが，
使用者に‘‘重大な支障"をもたらさないなら，休暇期間に上限はないし，
その間は当該職位を空席にしておかなければならない。
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＜費用便益分析はツールとなるか＞
第3項は，費用便益分析 (cost-benefitanalysis)を用いることで，‘‘必
要な配慮＂が“重大な支障”の原因となるかどうかを判断できるのかとい
う問題である。
判断できないとするのがEEOCの立場である。費用便益分析は，‘‘必要
な配慮”に要するコストを使用者と従業員が受ける便益との関係で評価す
るものである。だが， ADAもその立法資料(legislativehistory)もともに，
特定の配慮が“重大な支障”の原因になるかどうかの判断に費用便益分析
を用いることは支持していない。‘‘必要な配慮”に要するコストが，“重大
な支障”を強いるかどうかは，当該従業員の給与，職位，身分（例えば，
フルタイムかパートタイムか，月給か時間給か，正規か臨時か， といった
こと）ではなく，使用者の総資金額 (resources)に依存しているのである。
く別の人物が所有する資産の変更＞
第4項で問題となっているのは，“必要な配慮”が別の人物が所有する
資産の変更を必要とするという理由だけで，“重大な支障”の原因となる
と主張できるのかという点である。
主張できないとするのがEEOCの立場である。使用者は，‘‘必要な配慮”
が別の人物が所有する資産の変更を必要とするという理由だけでは“重大
な支障”とは主張できないのである。ある状況下では，資産所有者との間
のリース契約関係あるいはそれ以外の契約関係のもとで，必要な変更を行
う権利を有している。このような場合でも，そうした変更を困難にする要
因か， もしくはコストを要する要因がないという仮定のもとで変更すべき
なのである。もし，使用者と資産所有者との間の契約関係が，要請されて
いる変更に対して資産所有者の同意を求めているなら，あるいは変更を禁
じているなら，その際には契約条件の例外事項についての交渉に向けて誠
意をもって努力しなければならない。資産所有者が契約条件の修正を認め
ない場合に限り，当該使用者は‘‘重大な支障＂であると主張できるのであ
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る。ただし，そうした場合でも，当該使用者は“重大な支障”を招くこと
のない‘‘必要な配慮"を依然として提供しなければならないことは言うま
でもない。
以上がここでの問題に対するEEOCの見解である。この問題に関しても
2つの具体例を用いてより詳細に解説している。 1つ目は， Z社が所有し
ているビルに賃貸しているX旅行社のケースである。 X社の従業員の 1人
が障害者になり，車イスを使う必要が生じた。そこでこの従業員は，“必
要な配慮＂として， 自分の職場により容易にアクセスできるよう，いくつ
かの間仕切りを異動するよう申請したのである。 X社のリース契約は，こ
の種の物的変更をはっきりと許可していたので，それは簡単かつあまり費
用を要することなく実行に移せたのである。 X社が当該事務所を所有では
なくリースしていたという事実は，‘‘重大な支障”の原因となることはなく，
したがって同社は要請のあった配慮を実施しなければならないのである。
もう 1つのケースは，先のX社のリース契約がオフィス・スペースの再
配置を伴う物的変更を実施する前に， z社の許可を求めていること以外は
同じ場合である。このケースでは， X社はまず変更許可をz社に要請する。
しかし， Z社がそれを拒絶すれば，オフィス・スペースの物的変更が重大
な支障に当たると主張できるのである。ただし， X社は同一オフィス内で
当該従業員にとってアクセス可能な別のスペースを探すといった，オフィ
スの物的変更を伴わない別の“必要な配慮”を提供しなければならないの
である。
以上 2つの具体例を踏まえた上で， EEOCは次のように主張している。
「使用者は，資産所有者と契約交渉する際には，..必要な配慮”を提供しな
ければならない自分の義務を思い起こさねばならない。同じように，資産
所有者は，障害をもつ従業員の権利を『侵害』するかもしれない契約条件
に修正に応じられないのなら，‘‘必要な配慮”として必要な物的変更が使
用者から要請された場合，その要請を入念に検討すべきである。さらに，
他のADA条項でも資産所有者に契約条件の修正を求めることができる。」
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今後の課題
「はじめに」でも述べたように.ADAのもとで障害者の雇用の動向が
どう変化したのかを明らかにするのが筆者の課題である。筆者は．この点
に関し．かつて次のように指摘した。すなわち.ADA制定後の障害者の
雇用を分析する際には，まず障害のない人々の雁用がどのように変化した
のかを明らかにしなければならない。障害のない人々の雇用は1990年代に
入って大きく変容している。その第1の特徴は．転職の増加である。第2
には．非典型雇用の増加である。第3に．そういった労働市場の変容を支
える人材ビジネスの隆盛である。なかでも．派遣会社やPEOsと呼ばれる
共同雇用に代表される新たな働き方の提供である。第 4に．在宅勤務
(SOHO. テレワーキング）の増加である。障害のない人々の雇用を支え
ているのはこういった多様な働き方である。この多様な働き方が障害をも
つ人々に影響を与えていたのかどうか。もし与えていたとするなら．それ
はどういったプロセスを経て影響を与えていたのか。多様な働き方は，障
害者雇用の見地からはどのように評価されるのか。
そこで筆者の次の課題であるが，ここで指摘した非典型雇用が障害者の
雇用にどういった影響を与えているのかを知る前提として．人材派遣など
の人材ビジネスにおける“必要な配慮”と“重大な支障”をEEOCがどの
ように規定しているかを明らかにすることにある。
